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山形県の新任期保健師の集団・地域を対象とした実践能力の到達度と

家庭訪問との関連
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目的 新任期保健師の集団・地域を対象とした実践能力の到達度を把握し，家庭訪問の実施状況，

指導体制，家庭訪問に対する認識との関連を明らかにすることを目的とした。

方法 山形県内の行政保健師で，新任期（1～5 年）保健師64人を対象とし，無記名自記式質問紙

調査を行った。調査項目は，基本属性，家庭訪問の実施状況と指導体制，家庭訪問に対する認

識，および新人看護職員研修ガイドライン～保健師編～の保健師到達目標項目のうち専門職と

しての能力である集団・地域を対象とした実践能力の14項目とした。14項目の到達度につい

て「ひとりでできる」を100，「ひとりでできない」を 0 とする VAS で自己評価による回答を

求め，独立変数との関連を t 検定，Pearson の相関係数により分析した。

結果 有効回答数は52人であった。家庭訪問の指導体制との関連では同行訪問の経験がある者はな

い者より集団・地域を対象とした実践能力である「健康課題に気づく」，「人々の力を見出す」，

「目標設定と方法の選択」，「活動の評価」の到達度が有意に高かった。訪問記録を提出してい

る者は「健康危機管理体制の理解説明」，「健康危機対応の理解説明」の到達度が有意に高く，

訪問記録提出時の上司のアドバイスがある者は「アセスメント」の到達度が有意に高かった。

家庭訪問の認識との関連では「対象の生活に合わせて行う活動である」，「家族全員の健康を考

えながらの活動である」，「多職種と協働しながらの活動である」と認識する者ほど「目標設定

と方法の選択」の到達度が有意に高かった。

結論 同行訪問や記録の提出，記録提出時のアドバイス，保健師の家庭訪問に対する認識が新任期

保健師の集団・地域を対象とした実践能力に関連することが明らかとなった。
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 緒 言

健康課題が多様化・複雑化している状況1,2)の

中，地域の保健活動を担う行政保健師の役割は重要

となり，質の高い実践能力が要求されている。一

方，保健師の活動状況では保健師全業務における業

務連絡・事務の占める割合が増加しているのに対

し，家庭訪問の割合は都道府県8.4，保健所設置

市・特別区10.3，市町村8.3と，全業務の 1 割

弱となっている3)。また家庭訪問件数も最近の10年
間で大きく減少してきている4)。これらのことから

保健師が地域に出向く機会が少なく，地域の実態を

肌で感じることができにくくなっており，地域の健

康問題を把握する機能の低下につながっていること

が危惧されている2,5)。地域における保健師の保健

活動に関する検討会2)では，健康を切り口として地

域に出向いて住民等から直接収集した情報等に基づ

いて地域診断を行い，個人や家族を個別的に捉える

とともに，個別支援等を通じて把握した情報から共

通点を見出し，住民ニーズに地域特性等を重ね合わ

せることで，個人の健康問題から集団に共通する地

域の健康課題や関連施策を総合的にとらえる視点を

持つことが重要であるとしている。報告書を受けて

国は平成25年 4 月に地域における保健師の保健活動

の進め方についての新しい保健師活動指針6)を策定

し，保健活動の基本的な方向性として個別課題から

地域課題への視点を持ち活動を展開することや地区
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活動に立脚した活動の強化を提示しており6)，行政

保健師には地区活動を重視して地域の健康課題や関

連施策を総合的に捉える視点を踏まえた実践能力が

求められている。

保健師の実践能力については，平成23年 2 月に新

人看護職員研修ガイドライン～保健師編～（以下，

ガイドラインと略す)7)において保健師活動実践能

力の構造が示され，専門職としての能力は，. 個

人・家族・小グループへの支援，. 集団・地域へ

の支援，. 施策化能力としている。個別課題から

地域課題への視点を持ち活動を展開するためには，

ガイドラインに示された実践能力の. 集団・地域

への支援（以下，集団・地域を対象とした実践能力

とする）が重要である。

地域保健の現場では，とくに新卒者の実践能力の

低下や公衆衛生の視点の希薄化，職場への適応困難

等が指摘されており8～10)，新任期保健師は保健師基

礎教育の実践経験の少なさから十分な能力を身につ

けて卒業できないという指摘もある。さらに，現場

の分散配置等から職場での OJT が立ち行かなく

なっている現状が報告11)されるなど十分な指導体制

のない中で就業しており，新任期保健師の実践能力

の到達度が課題となっている。

ガイドラインでは，保健師活動の基礎となる技術

であり住民を多角的にとらえるうえで「家庭訪問」

と「地域診断におけるアセスメント」は重要である

としている。地区活動である家庭訪問は，住民の生

活の場に入り対人支援を行いながら地域の健康課題

を把握し保健事業企画に反映させる12)という活動で

もあり，家庭訪問活動は新任期保健師にとり重要な

活動といえる。

家庭訪問について大西らの調査13)では，現場の保

健師は家庭訪問を対象者および地域の実態把握のた

めに有効な手段であると認識しているが，新任期保

健師は苦手な活動であると感じており，生活体験の

少なさからのコミュニケーション能力不足や困難事

例の増加などが影響していると述べている。佐伯

ら14)は，日常的に職場で管理者が実践のフィード

バックの機会を作ることで能力の開発ができると考

えられるとして，上司・先輩からの指導や訪問記録

の点検など職場環境整備の重要性を述べており，家

庭訪問の準備から実施，振り返り，訪問記録，評価

等の一連のプロセスを経験することは新任期保健師

の実践能力の開発に効果があると考えられる。

地区活動である家庭訪問の実践が新任期保健師の

集団・地域を対象とした実践能力に関連する可能性

があると考えられるが，新任期保健師の集団・地域

を対象とした実践能力の到達度と家庭訪問との関連

については明らかにされていない。

山形県は昭和14年に全国に先駆けて農村保健婦養

成講習会が，さらに昭和16年に県の保健婦養成講習

会が開始されるなどいち早く保健師養成に取り組

む15)とともに，戦後間もなくから家庭訪問の強化を

活動目標に掲げるなど16)保健師活動として家庭訪問

を重要視してきた歴史がある。しかし，近年家庭訪

問件数は全国と同様に減少している状況にある。ま

た，日本看護協会の保健師の活動基盤に関する基礎

調査17)では50～59歳の保健師の割合が全国24.6に

比べ山形県は32.2であり，今後の退職者の増加率

が高く，地区活動を継承するために新任期保健師の

現任教育は重要な課題となっている。

そこで本研究では，新任期保健師の現任教育に資

するために山形県内の行政で働く新任期保健師にお

ける集団・地域を対象とした実践能力の到達度と家

庭訪問との関連を明らかにすることを目的とした。

佐伯ら18)の報告を参考に，本研究では新任期を経験

年数 1～5 年とし，家庭訪問とはガイドラインの技

術指導の例19)を参考に，支援対象者への訪問ならび

に同行訪問，訪問記録，振り返り，評価等を含む一

連の活動とした。

 研 究 方 法

. 対象者

山形県内の市町村および県に所属する保健師で，

現職場の経験年数が 5 年以下の新任期保健師64人全

員を調査対象とした。

. 調査期間

平成26年 5 月～6 月

. 調査方法

県の保健師人材育成担当者に調査の協力の可否に

ついて尋ね，了解を得たのちに，県内の市町村およ

び県機関に従事している経験年数が 5 年以下の行政

保健師の所属と人数について情報を収集した。調査

票の送付は行政機関単位とし，各施設の保健師代表

者と対象保健師あてに文書にて調査協力を依頼し，

無記名自記式質問紙を配布した。調査対象者には，

質問紙とともに返信用封筒を同封し，回収は個人ご

とに直接研究者宛に返送することとした。

. 調査項目

基本属性，家庭訪問の実施状況，家庭訪問に対す

る指導体制，家庭訪問に対する認識，職場の家庭訪

問に対する認識について尋ねた。家庭訪問に対する

認識は，近藤ら20)を参考に「地域の特徴をつかむ手

段である」，「住民の生活を知る手段である」，「対象

の生活に合わせて行う活動である」，「家族全員の健

康を考えながらの活動である」，「多職種と協働しな
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表 対象者の基本属性

N＝52

n 平均値±SD

年齢（歳) 52 28.2±3.5
現職場経験年数（年) 52 2.6±1.4
保健師通算経験年数（年) 52 3.5±2.5

n ()

所属機関 市町村 44(84.6)
保健所 8(15.4)

国家試験受験

資格取得機関

専門学校 2( 3.8)
短大専攻科 5( 9.6)
4 年制大学 44(84.6)
無回答 1( 1.9)

担当業務

（複数回答)

母子保健 31(59.6)
健康づくり・生活習慣病予防 23(44.2)
精神保健 8(15.4)
高齢者保健 4( 7.7)
感染症 4( 7.7)
介護保険 4( 7.7)
地域包括支援センター 4( 7.7)
児童福祉 3( 5.8)
介護予防 3( 5.8)
高齢者福祉 2( 3.8)
障害者福祉 1( 1.9)
難病 1( 1.9)
企画調整 1( 1.9)
その他 1( 1.9)

活動体制 地区担当制 1( 1.9)
地区担当・業務担当併用 36(69.2)
業務担当制 12(23.1)
無回答 3( 5.8)
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がらの活動である」の 5 項目とし，家庭訪問に対す

る認識及び職場の家庭訪問に対する認識について

は，「そう思う」を100，「そう思わない」を 0 とす

る Visual Analogue Scale（以下，VAS とする）に

より自己評価による回答を求めた。

集団・地域を対象とした実践能力の到達度は，ガ

イドライン7)の保健師到達目標項目46項目のうち，

専門職としての能力.集団・地域への支援の項目

である14項目について，「ひとりでできる」を100，
「ひとりでできない」を 0 とする VAS を用い，自

己評価による回答を求めた。

. プレテスト

保健師経験年数 1 年～5 年の市町村保健師13人，

保健所保健師 7 人にプレテストを行い，わかりやす

い表現や文言に修正した。

. 分析方法

各変数の一次集計の後，集団・地域を対象とした

実践能力である14項目の到達度を従属変数として分

析を行った。従属変数については Shapiro-Wilk 検

定により正規性の検定を行った結果，12項目につい

ては有意確率が0.05以上であり，他 2 項目の有意確

率は「情報収集」が0.044，「健康課題に気づく」が

0.037であった。さらに従属変数14項目の得点分布

を確認し，すべての項目で正規性に近似しているこ

とを確認した。以上のことから従属変数については

正規性を仮定し，同行訪問等指導体制との関連は t
検定で，保健師通算経験年数，訪問件数，家庭訪問

に対する認識等については Pearson の相関係数によ

り分析した。

すべての統計学的検定は IBM SPSS statistics ver-
sion19を使用し，有意水準は 5未満とした。

. 倫理的配慮

対象者あての書面により，本研究の主旨，目的，

概要，無記名であり調査結果の公表の際に所属機関

や個人が特定されることはないこと，調査に協力で

きない場合でも不利益は生じないことを説明し，質

問紙の回収によって同意を得たと判断した。

調査に先立ち，研究計画は山形大学医学部倫理審

査委員会の承認を得た（2014年 4 月14日承認）。

 研 究 結 果

回収数は52部（回収率73.5）ですべて有効回答

であった。

. 対象者の基本属性

新任期保健師の平均年齢は28.2（±3.5）歳，保

健師通算の平均経験年数は3.5（±2.5）年，所属機

関は市町村44人（84.6），保健所 8 人（15.4）

であった（表 1）。

. 家庭訪問の実施状況

家庭訪問を実施していた者は46人で，平成25年度

1 年間の平均訪問件数は，実件数66.6（±51.0）件，

延件数85.2（±53.2）件であった（表 2）。所属別で

は市町村が38人で実件数76.0（±51.3），延件数89.3
（±57.1），保健所が 8 人で実件数22.1（±10.4），延

件数が65.4（±20.9）であった。活動体制別では地

区担当および地区担当・業務担当併用制が33人で実

件数82.1（±50.7），延件数が98.5（±55.2），業務

担当制が10人で実件数30.9（±25.4），延件数62.0
（±21.6）であった。

. 家庭訪問の指導体制および家庭訪問に対する

認識

先輩保健師との同行訪問の経験ありは 50人
（96.2），訪問記録の提出ありは36人（69.2）で

あった（表 3）。また訪問記録提出者36人のうち提
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表 対象者の基本属性と家庭訪問の指導体制別訪問実件数および延件数（1 年間)

訪問実件数 訪問延件数

n 平均値±SD 最小値 最大値 n 平均値±SD 最小値 最大値

家庭訪問実施保健師の訪問件数（1 年間) 46 66.6±51.0 2 190 46 85.2±53.2 3 213

所属 市町村 38 76.0±51.3 2 190 38 89.3±57.1 3 213
保健所 8 22.1±10.4 8 37 8 65.4±20.9 36 90

活動体制（n＝43)※1 地区担当および地区
担当業務担当併用制

33 82.1±50.7 8 190 33 98.5±55.2 8 213

業務担当制 10 30.9±25.4 8 88 10 62.0±21.6 35 90

同行訪問 経験あり 44 66.9±52.0 2 190 44 86.0±54.0 3 213
経験なし 2 61.0±29.7 40 82 2 67.5±36.1 42 93

記録提出（n＝41)※1 あり 31 63.5±51.3 2 190 31 81.0±50.5 3 213
なし 10 72.1±47.4 10 174 10 96.1±50.7 35 197

記録提出時の上司からの
アドバイス（n＝30)※2

あり 25 62.8±54.1 2 190 25 79.0±52.7 3 213
なし 5 58.4±40.6 30 126 5 82.2±43.9 42 155

※1 無回答者を除く。

※2 記録提出あり31人のうち，無回答者を除く。

表 家庭訪問の指導体制および家庭訪問に対する

認識 N＝52

n ()

先輩保健師との同行訪問 経験あり 50(96.2)
経験なし 2( 3.8)

訪問記録の提出 係長まで提出 13(25.0)
課長まで提出 23(44.2)
記録提出していない 11(21.2)
その他 5( 9.6)

訪問記録提出者（n＝36）のうち

記録提出時の上司から
のアドバイス

受けている 28(77.8)
受けていない 6(16.7)
その他 2( 5.6)

n 平均値±SD

家庭訪問に対する認識※1

地域の特徴をつかむ手段である 52 69.3±22.0
住民の生活を知る手段である 52 86.2±16.6
対象の生活に合わせて行う活動である 51 84.3±16.0
家族全員の健康を考えながらの活動
である

52 78.3±21.5

多職種と協働しながらの活動である 52 72.3±22.2
職場の家庭訪問に対する認識※2 52 72.2±27.6

※1 家庭訪問に対する認識（5 項目）Visual Analogue
Scale で回答を求め，「そう思う」を100，「そう思

わない」を 0 とした。

※2 職場の家庭訪問を重要視する雰囲気があると思う

についてVisual Analogue Scale で回答を求め，

「そう思う」を100，「そう思わない」を 0 とした。
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出時に上司からアドバイスを受けている者は28人
（77.8）であった。同行訪問の経験がない 2 人に

ついては，いずれも現職場経験年数が 4 年，担当業

務が母子保健および健康づくり・生活習慣病予防

で，訪問記録は提出していたが，上司のアドバイス

ありは 1 人であった。

家庭訪問に対する認識は，「住民の生活を知る手

段である」が86.2（±16.6），「対象の生活に合わせ

て行う活動である」が84.3（±16.0），「家族全員の

健康を考えながらの活動である」が78.3（±21.5）
であった。

職場の家庭訪問に対する認識は72.2（±27.6）で

あった。

. 集団・地域を対象とした実践能力の到達度

集団・地域を対象とした実践能力の到達度は，

「情報収集」（68.8（±15.8））が最も高く，次いで

「アセスメント」（65.8（±18.3）），「健康課題に気

づく」（63.4（±18.5）），「活動の記録と報告」（61.6
（±21.5）），「人々の力を見出す」（59.7（±17.4））
の順であった（表 4）。到達度が低い項目は「地域

組織等の育成支援」（42.3（±23.0）），「健康危機管

理体制の理解説明」（44.2（±21.3））であった。

到達度が 6～7 割未満の項目が 4 項目，5 割未満

が 6 項目であった。

. 集団・地域を対象とした実践能力の到達度に

関連する要因

指導体制との関連で，先輩保健師との同行訪問の

経験がある者は経験のない者より，集団・地域を対
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表 集団・地域を対象とした実践能力の到達目標と到達度

N＝52

小 項 目 （省 略 版) 平均値±SD

身体的・精神的・社会文化的・環境的側面から客観的・主観的情報を
収集することができる

(情報収集) 68.8±15.8

地域・事業場全体，対象者の属する集団を全体としてとらえ，健康の
アセスメントができる

(アセスメント) 65.8±18.3

顕在化している健康課題に気づくことができる (健康課題に気づく) 63.4±18.5
地域・事業場の人々の持つ力（健康課題に気づき，解決・改善，健康
増進する能力）を見出すことができる

(人々の力を見出す) 59.7±17.4

地域・事業場の健康課題解決のために，目的・目標を設定し，適切な
方法を選択できる (目標設定と方法の選択) 57.7±15.3

地域（事業場）組織・当事者グループ等を育成する支援ができる (地域組織等の育成支援) 42.3±23.0
個人/家族支援，組織的アプローチ等を組み合わせて活用することが
できる

(支援を組み合わせて活用) 49.6±21.0

地域組織活動，保健福祉事業を目的に基づいて活動を記録し，報告す
ることができる (活動の記録と報告) 61.6±21.5

地域・事業場の人々，関係機関の職員と円滑な情報交換を行いながら
組織活動を進めることができるよう支援する

(組織活動) 58.3±21.9

地域・事業場の健康課題解決のための活動の評価を行うことができる (活動の評価) 54.4±22.3
健康危機（感染症・虐待・DV・自殺・災害等）への予防策を理解し，
説明できる (健康危機予防策の理解説明) 49.5±22.3

広域的な健康危機（災害・感染症等）管理体制を理解し，説明できる (健康危機管理体制の理解説明) 44.2±21.3
健康危機（感染症・虐待・DV・自殺・災害等）への対応を理解し，
説明できる

(健康危機対応の理解説明) 44.3±22.3

健康回復に向けた組織的な支援（生活環境の復興）を理解し，説明で
きる

(組織的支援の理解説明) 46.8±22.5

Visual Analogue Scale で自己評価による回答を求め，「ひとりでできる」を100，「ひとりでできない」を 0 とした。
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象とした実践能力である「健康課題に気づく」

（P＝0.005），「人々の力を見出す」（P＝0.010），「目

標設定と方法の選択」（P＝0.005），「活動の評価」

（P＝0.045）の到達度が有意に高かった（表 5）。訪

問記録を上司に提出している者は提出していない者

より「健康危機管理体制の理解説明」（P＝0.031），
「健康危機対応の理解説明」（P＝0.015）の到達度が

有意に高かった。訪問記録提出時にアドバイスを受

けている者は受けていない者より「アセスメント」

（P＝0.014）が有意に高かった。また，同行訪問・

記録提出・記録提出時の上司からのアドバイスの 3
項目すべて経験ありの者はない者より「アセスメン

ト」（P＝0.003），「人々の力を見出す」（P＝0.029），
「目標設定と方法の選択」（P＝0.003），「地域組織等

の育成支援」（P＝0.040），「活動の評価」（P＝0.028）
が有意に高かった。

家庭訪問に対する認識との関連では，「対象の生

活に合わせて行う活動である」と「目標設定と方法

の選択」（r＝0.310，P＝0.027）との間に有意な正

の相関があった。「家族全員の健康を考えながらの

活動である」と「人々の力を見出す」（r＝0.331，

P＝0.017），「目標設定と方法の選択」（r＝0.291，

P＝0.036）との間に有意な正の相関があった。「多

職種と協働しながらの活動である」と「目標設定と

方法の選択」（r＝0.296，P＝0.033）との間に有意

な正の相関があった。

 考 察

. 家庭訪問の状況

家庭訪問を実施していたのは46人で，訪問回数

（延件数/実件数）は市町村が1.2回であるのに対し

保健所は3.0回と多い状況であったが保健所保健師

は精神保健福祉関係や結核関係の訪問が多いためと

考えられる。

. 家庭訪問に対する認識

新任期保健師が家庭訪問を実施して最も実感する

項目は「住民の生活を知る手段である」であり，次

いで「対象の生活に合わせて行う活動である」，「家

族全員の健康を考えながらの活動である」であっ

た。大木ら21)は，家庭訪問は生活の場という非常に

多くの情報の中に出向く行為で，相談者や本人のリ

アリティをとらえて彼らの生活の中で関わる方法で

あると述べており，新任期保健師は家庭訪問を通し

て援助の対象者である個人および家族の生活環境や

人間関係を肌で感じとっていたと推察される。

職場の家庭訪問に対する認識としては，対象者は
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家庭訪問を重視している職場であると認識してお

り，近藤ら20)が職場で家庭訪問を後押しする雰囲気

があれば経験が少ない保健師でも訪問が大切である

と認識することができると述べていることから，職

場の後押しが家庭訪問に対する認識に影響を与えて

いると考えられた。

. 集団・地域を対象とした実践能力の到達度

項目別では集団・地域を対象とした実践能力であ

る「情報収集」の到達度が最も高く，次いで「アセ

スメント」，「健康課題に気づく」，「活動の記録と報

告」，「人々の力を見出す」，「組織活動」であった。

「情報収集」，「アセスメント」，「健康課題に気づく」，

「人々の力を見出す」は集団・地域を対象とした実

践能力の地域の人々の健康課題を明らかにする項目

に該当し，「活動の記録と報告」，「組織活動」は地

域の人々や関係機関と協働して活動を展開する項目

に該当することから，新任期保健師は地域の人々の

健康課題を明らかにして解決・改善策を計画立案

し，人々や関係機関と協働して活動を展開する実践

能力の到達度が他の項目より高くなっていることが

わかった。

到達度が低い傾向にあったのは「地域組織等の育

成支援」，「健康危機管理体制の理解説明」，「健康危

機対応の理解説明」，「組織的支援の理解説明」であっ

た。健康危機管理対策については，職場の危機管理

部門との連携など管理的立場にある保健師が中心に

行っていることが多く，新任期保健師の関わりが少

ない状況によるものと考えられる。しかし，保健師

にかかる研修のあり方等に関する検討会最終とりま

とめ22)において新任期に相当するキャリアレベル

A1 においても健康危機管理計画の理解や住民教

育，発生後の対応，上司への報告などが求められて

おり，新任期の研修内容の充実や OJT による指導

が重要である。

. 集団・地域を対象とした実践能力の到達度に

関連する要因

先輩保健師との同行訪問の経験がある者は経験の

ない者より集団・地域を対象とした実践能力である

「健康課題に気づく」，「人々の力を見出す」，「目標

設定と方法の選択」，「活動の評価」の到達度が有意

に高く，地域の人々の健康課題を見出してそれに対

する支援を計画・立案し，問題解決のための活動の

評価ができる能力が育っていた。先輩保健師が訪問

対象者との会話や生活環境等の観察等から問題を把

握し，家族の関係性や家族員の力を見極めるととも

に地域の社会資源の活用や連携を図るなど，問題解

決に必要な支援方法を組み立てていく過程をみるこ

とで，個別支援の方法だけではなく地域をみる視点

を学ぶ機会になっていると推察される。さらに同行

訪問の前後における先輩保健師との会話や助言を通

して先輩保健師の経験知を学ぶ機会になっていると

考えられる。

訪問記録を上司に提出している者は提出していな

い者より「健康危機管理体制の理解説明」，「健康危

機対応の理解説明」の到達度が有意に高かった。訪

問記録は公文書であるとともに，記録を書くことに

よって保健師のアセスメント力を高めることがで

き，力量形成にもつながる23)とされていることか

ら，記録を書き，上司に提出することが，保健師と

しての力量形成を促進すると考えられる。

訪問記録提出時にアドバイスを受けている者は受

けていない者より「アセスメント」が有意に高かっ

た。また，同行訪問・記録提出・記録提出時の上司

からのアドバイスの 3 項目すべて経験ありの者はな

い者より「アセスメント」，「人々の力を見出す」，

「目標設定と方法の選択」，「地域組織等の育成支

援」，「活動の評価」が有意に高かった。佐伯ら14)は，

日常的に管理者が実践のフィードバックの機会を作

ることで能力の開発ができると述べており，新任期

保健師が上司のアドバイスを受けることは，保健師

の実践をフィードバックするとともに，上司の地域

全体をみる視点などを学び，地域全体の健康のアセ

スメントを行う実践能力の向上につながっていると

推察される。

家庭訪問に対する認識との関連では，「対象の生

活に合わせて行う活動である」，「家族全員の健康を

考えながらの活動である」，「多職種と協働しながら

の活動である」と「目標設定と方法の選択」との間

に有意な正の相関があった。家庭訪問の意義を実感

することが健康課題解決のための目標設定，支援方

法の選択など計画立案の実践能力につながっている

ことが推察された。家庭訪問は対象である住民の生

活実態に迫るという，最も重要な要素を含む援助技

術であり23)，家庭訪問の実践を通して家庭訪問に肯

定的，積極的であることは，集団・地域を対象とし

た実践能力の到達度を高めることにつながる可能性

が示唆された。

集団・地域を対象とした実践能力の到達度には家

庭訪問以外の活動である集団支援や組織活動の経験

なども影響すると考えられることから，家庭訪問以

外の要因を考慮して検討することが今後の課題であ

る。

. 集団・地域を対象とした実践能力における

課題

日本看護協会の市町村保健活動のあり方に関する

検討24)では，市町村の保健福祉事業において国の多
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省・多課から縦割りでおりてきた事業の総数が103
事業に上ることが報告され，また活動基盤調査25)で

は保健師は「業務過多により事業の評価や見直しが

困難」，「事務量が多く保健師活動に支障あり」など

の認識を抱えていることが明らかにされている。こ

のような中で家庭訪問活動を行う場合に，同行訪問

を経験すること，訪問記録を提出すること，訪問記

録へ上司がアドバイスを行うこと，保健師が家庭訪

問の意義を認識することが集団・地域を対象とした

実践能力に関連することが明らかになった。手島26)

は，保健師の活動基盤は地域を受け持つということ

であり，そしてその方法の基本は家庭訪問であると

述べ，個別支援としての家庭訪問，担当地区全数を

目指した家庭訪問，地域診断としての家庭訪問の実

践から政策につながる訪問となることを報告し，そ

れらの活動を通して若い保健師が成長していること

を報告している。家庭訪問が減少している現状では

あるが，管理者が家庭訪問活動の実践効果を意識し

た保健師活動計画の作成や業務の調整，OJT など

の現任教育を推進していくことが，新任期保健師の

実践能力向上に効果的であると考える。山形県の特

徴として35市町村のうち人口10万人以上は 3 市であ

り，1 万人未満は14町村であることから，小規模自

治体が多く27)，1 自治体で研修体制の整備は困難で

ある。そのような中で，家庭訪問のプロセスを大切

にし，家庭訪問事例を重視した OJT の推進や職場

の指導体制の整備，家庭訪問を重視した職場の雰囲

気づくりの重要性を再認識することが，山形県の新

任期保健師の実践能力向上に効果的であると考える。

. 研究の限界

本研究の研究対象者は山形県内に留まっており，

限定された地域の保健師であることや対象数が少な

いこと，また到達度についてはあくまでも自己評価

によるものである点で限界がある。

今後，地域を拡大した調査や，家庭訪問の活動に

影響を及ぼしている要因を明らかにすることで，保

健師の人材育成に寄与することが期待される。

 結 語

山形県内の新任期保健師における集団・地域を対

象とした実践能力の到達度と家庭訪問との関連を明

らかにすることを目的に調査を行った結果，同行訪

問や訪問記録の提出および記録提出時の上司のアド

バイス，保健師の家庭訪問に対する認識が新任期保

健師の集団・地域を対象とした実践能力に関連する

ことが明らかとなった。複雑困難な健康課題に対応

して保健事業が増大する現状において，家庭訪問の

実践効果を意識した保健師活動が新任期保健師の集

団・地域を対象とした実践能力の向上に効果的であ

ることが示唆された。

本研究は山形大学大学院医学系研究科に提出した修士

論文の一部である。本研究を行うにあたり，ご協力くだ

さいました山形県の行政機関で働く保健師の皆様，山形

県健康福祉部健康長寿推進課健康づくり担当の保健師の

皆様に，心より感謝申し上げます。本研究は開示すべき

COI 状態はない。

(
受付 2017. 3.13
採用 2017.10.10)
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